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新 年 の ご 挨 拶

　新年明けましておめでとうございます。
　皆様には清々しい新年を迎えられたこととお喜び申し上げます。
　平素から、本県の農業農村整備の推進はもとより、水土里ネット愛媛の運営、活動に格別のご理解
とご協力を賜り心から厚くお礼申し上げます。
　先の能登半島地震からはや一年が経過いたしました。水土里ネット愛媛では、発災直後から職員を
派遣し現地調査を支援したほか、農業集落排水施設をはじめ農地農業用施設災害に関する査定設計書
作成支援などを行ってまいりましたが、復旧・復興にはまだ多くの時間が必要な状況が続いておりま
す。このような中、農林水産省では昨年12月成立の補正予算において716億円を措置し、能登半島地
震や豪雨等災害の復旧・復興に充てることとしており、今後、被災地域の復旧・復興が加速すること
を期待するとともに、被災された皆様の一刻も早い生業再建を心からお祈り申し上げる次第でありま
す。
　さて、昨年は、四半世紀ぶりに「食料・農業・農村基本法」が改正され、食料安全保障の確保が明
記されるとともに、土地改良関係では、生産基盤の整備に加え新たに「農業生産基盤の保全」が位置
付けられました。このため土地改良区をはじめ土地改良施設を維持管理する団体の使命がより一層高
まったところでございます。しかし現状を見ますと、土地改良区の組合員の高齢化や農家の減少など
により、維持管理が十分に行われない状況も見受けられるようになっています。そこで、国では新た
な管理の在り方を検討し、土地改良区等管理主体のほかに多くの関係者による管理体制を構築するこ
とで、施設の適正な保全を目指すとしています。水土里ネットえひめとしましては、土地改良区等が
行う新たな管理体制整備を積極的に支援させていただき、多くの土地改良施設の適正な保全に繫げた
いと考えております。
　一方、農業農村整備事業関係予算につきましては、昨年の臨時国会において決定されました６年度
補正予算において、５年度に比べ260億円大幅増額の2,037億円が確保され、防災・減災対策や食料安
全保障関連などに充てられることになったほか、昨年末に閣議決定された７年度当初予算（案）では、
６年度を１億円上回る4,464億円が計上され、補正予算との合計額は6,500億円と対前年度比で104.2％
の大きな伸びを示す結果となりました。このことは、皆様の熱意と努力が地域の切なる声として政府
に届いた結果であり、改めてお礼を申し上げます。水土里ネット愛媛といたしましては、引き続き本
県に必要な農業農村整備事業関係予算の確保に全力で取り組んで参りますので、今後とも皆様のご理
解とご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
　結びに、皆様の益々のご健勝とご多幸、さらなるご活躍を心からお祈り申し上げ、新年のご挨拶と
させていただきます。

愛媛県土地改良事業団体連合会
（水土里ネット愛媛）

� 会　長　篠　原　　　実
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新 年 の ご 挨 拶

愛媛県農林水産部

� 部　長　久　保　圭一朗

　令和７年の新春を迎え、謹んで新年の御挨拶を申し上げます。 
　平素から、愛媛県土地改良事業団体連合会会員の皆様方には、農業農村整備事業の推進はもとより、
農林水産行政をはじめ、県政の各般にわたり、格別の御理解と御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 
　昨年は、元日に能登半島地震が発生したほか、集中豪雨による河川の氾濫など自然災害が全国各地
で多発し、本県でも、４月に豊後水道を震源とする「震度６弱」の地震が発生したほか、８月の日向
灘の地震では、気象庁から南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が初めて発表されました。幸い
にも大きな被害は発生しませんでしたが、防災・減災対策の重要性を改めて痛感したところであり、
今後着実に取り組んでいく所存です。
　さて、農業農村を取り巻く環境は、少子高齢化・人口減少にともなう担い手不足をはじめ、農業資
材、燃料等の価格高騰や国内市場の縮小など、様々な課題に直面しています。あらゆる事態を想定し、
今後も食料を安定的に供給し続けられるよう「食料・農業・農村基本法」が25年ぶりに改正され、食
料安全保障についての考え方が抜本的に強化されました。そのなかで農業生産基盤などの確保が重要
であることに鑑み、農産物の輸出促進といった新たな視点も追加され、さらに、担い手不足を解消す
るため、デジタル技術を生かした「スマート農業」を促進することなどが盛り込まれています。
　県におきましては、「えひめ農林水産業振興プラン2021」に基づき、産地を支える多様な担い手の
確保・育成や、水田の大区画化・樹園地の再編整備など生産基盤の強化に取り組んでいるところであ
り、現状の課題に対応するべく新たな視点を踏まえ、スマート農業の現場実装による生産コストの低
減や、紅まどんなやひめの凜など収益性の高い、県オリジナルブランド産品の需要拡大に向けた国内
外への販路の開拓にも積極的に取り組んでいます。なかでも西日本豪雨災害からの復興のシンボルと
も言える新品種「紅プリンセス」は、今春に本格販売がスタートします。県ではこれを契機に「紅ま
どんな」、「紅かんぺい（甘平）」と合わせて「紅コレクション」と命名し、県産柑橘の魅力を伝える
新たなプロモーションを展開するとともに、高品質生産のためのハウス等施設整備の支援を進めるな
ど、「柑橘王国えひめ」の更なる発展に向けて取り組むこととしています。
　また、県政の最優先課題である西日本豪雨災害からの創造的復興につきましては、昨年２地区（宇
和島市玉津地区、今治市上浦地区）の植栽開始に続き、今春には残る２地区（松山市由良地区、宇和
島市立間地区）において一部園地での植栽が始まる予定となっています。加えて上浦地区では、３つ
の工区のうち、井口工区と盛工区の再編復旧工事（6.1ha）が、今年度内に完成する見込みとなって
おり、今後も引き続き一日も早い完成を目指して全力で取り組み、復興への歩みを着実に進めてまい
ります。 
　皆様方におかれましては、本県のこのような取り組みに御理解と御協力をいただき、「愛顔あふれ
るえひめの農業・農村」の持続的な発展と次世代への継承に、引き続きお力添えを賜りますようお願
い申し上げます。
　結びにあたり、貴連合会の益々の御発展と会員の皆様方の御健勝・御多幸を心から祈念申し上げま
して、新年の御挨拶とさせていただきます。 
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新 年 の ご 挨 拶

　新たな年を迎え、謹んで御挨拶を申し上げます。
　皆様方におかれましては、日頃より本県の農業農村整備事業の推進に格別の御理解と御支援を賜り、
厚くお礼申し上げます。
　さて、昨年12月17日に、賃金・所得の向上に向けた日本経済・地方経済の成長対策や物価高対策、
国民の安全・安心確保対策に係る国の令和６年度補正予算が成立し、農業農村整備関連では、食料・
農業・農村基本法の改正を踏まえた食料安全保障の強化等に2,037億円が確保されました。これを受け、
県では、水田のほ場整備や樹園地の再編整備、農業水利施設の保全対策、ため池の改修・耐震補強等
を推進するため、約25億円の補正予算を確保したところです。
　また、12月27日には７年度政府予算案が閣議決定され、農業農村整備事業関連では、６年度補正予
算と合わせて対前年度比104％の6,500億円が確保されています。
　これも皆様方の声が国政に届いたことによるものであり、心から感謝申し上げますとともに、今後
とも必要な予算が安定的に確保されるよう引き続き要請してまいります。
　県では、「平成30年７月西日本豪雨災害からの柑橘園地の創造的復興」を最優先に、「農業農村を支え
る担い手対策」と「農業農村の防災・減災対策」の３つを施策の柱として、各種事業を展開しています。
　１点目の「柑橘園地の創造的復興」は、再編復旧４地区のうち、今治市大三島の上浦地区、宇和島
市吉田町の玉津地区の一部園地で６年３月に紅プリンセス等の苗木が植栽され、残る松山市興居島の
由良地区、宇和島市吉田町の立間地区でも７年３月に一部園地で営農を再開する見通しです。今後も
「復旧した園地で収穫が始まってこそ完全復興」との共通認識のもと、関係機関と連携し、農家の皆
様方に寄り添った支援に取り組むとともに、一日も早い工事完了に全力で取り組んでまいります。
　２点目の「担い手対策」では、意欲ある担い手の規模拡大や所得向上につながる基盤整備を推進し
ています。水田では、県営15地区306ha に加え、国営「道前平野地区」（西条市）で651ha のほ場整
備を実施しています。また、樹園地では、県営11地区87ha で再編整備を実施しているほか、大規模
な整備が困難な園地を対象に、安価で即効性が高く営農への影響が少ない整備手法を確立するため、
県下２地区でモデル園地を整備し、愛媛大学と連携して効果を検証しており、県内各地域への普及拡
大を目指してまいります。
　３点目の「防災・減災対策」では、防災重点ため池の改修や耐震補強等のハード対策に加え、「た
め池遠隔監視システム」のモデル整備（県下13箇所）など災害時の迅速な避難行動につながる初動体
制の強化や、「愛媛県ため池保全サポートセンター」による点検・パトロール、管理者からの相談対
応等のため池の管理・監視体制の強化等、ハード・ソフトを組み合わせて、安全・安心な農村づくり
に取り組んでいます。
　結びにあたり、このような本県の取り組みに引き続きご理解をいただき、変わらぬ御支援、御協力
を賜りますようお願い申し上げますとともに、愛媛県土地改良事業団体連合会並びに会員の皆様方の
益々の御発展と御健勝をお祈り申し上げまして、新年の御挨拶とさせていただきます。

愛媛県農林水産部農業振興局
農地整備課

� 課　長　宮　内　真　司
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　令和６年12月17日に成立した令和６年度補正予算では、農林水産省全体で8,678億円が計上され、
そのうち、農業農村整備事業関係予算は、『新基本計画推進集中対策』、『「総合的な TPP 等関連政策
大綱」に基づく施策の実施』、『防災・減災、国土強靭化と災害復旧等の推進』のための対策を対象と
して2,037億円が計上されている。
　また、12月27日に閣議決定された令和７年度政府予算案では、農林水産省全体で総額２兆2,706億
円（前年度比100.0％）が計上されている。
　そのうち、農業農村整備事業関係予算は、農業農村整備事業3,331億円、農山漁村地域整備交付金
584億円、農業農村整備関連事業（非公共）548億円の4,464億円（前年度比100.0％）が計上されている。
　この他、非公共予算として、多面的機能支払交付金500億円、中山間地域等直接支払交付金285億円
などが計上されている。

令和７年度　農業農村整備事業関係予算概算決定の概要（国費）
（単位：億円）

事　　　項 Ｒ５
補正

Ｒ６
当初
①

Ｒ６
補正

Ｒ７
当初
②

対前年
度比

② / ①

農業農村整備事業（公共） 1,777 3,326 2,037 3,331 100.2％

国営かんがい排水 138 1,033 220 1,024 99.1％

国営農地再編整備 226 396 242 390 98.4％

国営総合農地防災 77 269 93 260 96.5％

直轄地すべり 7 7 100.0％

水資源開発 10 85 17 85 100.0％

農業競争力強化基盤整備 891 680 989 680 100.0％

農村地域防災減災 393 381 425 381 100.0％

中山間地域農業農村総合整備 14 45 21 40 88.0％

農村整備 12 69 23 65 95.2％

土地改良施設管理 15 231 6 261 113.1％

その他 130 139 106.8％

農山漁村地域整備交付金（ＮＮ分） 　588 584 99.3％

【公共　計】 1,777 3,914 2,037 3,915 100.0％

農業農村整備関連事業（非公共） 548 548 100.0％

農地耕作条件改善事業 198 198 100.0％

農業水路等長寿命化・防災減災事業 282 282 100.0％

畑作等促進整備事業 22 22 100.0％

農山漁村振興交付金 46 46 100.0％

【公共・非公共　合計】 1,777 4,463 2,037 4,464 100.0％
（注）１ 計数は四捨五入のため、端数において合計とは一致しない場合がある。
　 　 ２ 計数整理の結果、異動を生じることがある。

国の農業農村整備事業関係令和６年度補正予算及び
令和７年度予算概算決定の概要
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《その他非公共予算》� （単位：億円）

事　業　名 Ｒ５
補正

Ｒ６
当初
①

Ｒ６
補正

Ｒ７
当初
②

対前年
度比

② / ①
多面的機能支払交付金 − 486 − 500 103.0％
中山間地域等直接支払交付金 − 261 − 285 109.0％

【その他非公共　計】 − 747 − 785 105.1％
（注）１ 計数整理の結果、異動を生じることがある。

〈令和７年度概算決定における農業農村整備事業関係の主な新規・拡充事項〉

事　業　名 拡充のポイント

国営農用地再編整備事業
・�大区画化に伴う大型機械の導入に対応できるよう、区画

整理受益地と隣接しない場合などの農道整備について、
整備延長を拡大

農業競争力強化農地整備事業

・�実施計画等策定事業について、大区画化や畦畔拡幅、水
路の管路化等の省力化整備計画を策定する場合には、計
画期間を２年以内（通常１年以内）にするとともに定額
助成（通常は定率50％）

農地中間管理機構関連農地整備事業
・�事業実施主体に市町村を追加するほか、事業対象地域に

農地中間管理機構の所有農地を追加

国営かんがい排水事業
・�豪雨対策に係る整備水準の規定を、現行の「最大で30年

に１回程度までの降雨規模」から、排水計画基準に基づ
き決定した降雨規模に見直し

水利施設整備事業
・�流域治水の取り組みを推進するため、治水協定ダム等に

加え、流域治水プロジェクトに位置付けられた農業用用
排水施設を整備対象とする「流域治水対策型」を創設

国営総合農地防災事業
・�防災重点農業用ため池の整備を加速化させるため、地域

要件を廃止するとともに、末端面積要件に代えて施設規
模要件を新たに設定

農村地域防災減災事業
・�頭首工等の農業用河川工作物の撤去に併せて、代替水源

の整備が可能であることを明確化

水利施設管理強化事業
・�「水土里ビジョン」に位置付ける国営造成施設等の維持管

理を支援する「連携保全型」を創設

土地改良施設維持管理適正化事業
・�整備補修事業のうち「水土里ビジョン」に位置付ける施

設の整備補修について、補助率を引き上げ
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【令和６年度12月補正予算（総合経済対策関係）（農地整備課関係）】

事　項　名 内　　　容 予算額
（千円）

〈公共事業費〉

かんがい排水事業費 かんがい排水施設等の整備や、老朽化した農業水利施設の保全対策工
事などを行う経費。 325,812

農道整備事業費 農業生産の近代化、農産物等の輸送の合理化を図り、併せて農村環境
の改善に資する農道整備を行う経費。 3,300

担い手育成基盤整備事業費 担い手への農用地利用集積を促進するため、樹園地や水田の区画形質
の改善、農道・水路等の整備を一体的に行う経費。 565,094

農地再編復旧整備事業費 被災した柑橘園地において、周辺園地を含めた区画整理を行う再編復
旧により、園地の緩傾斜化や農道・水路の整備を総合的に行う経費。 159,600

海岸保全施設整備事業費 高潮、津波、波浪、侵食等による被害から海岸を防護し、国土を保全
するために海岸保全施設の整備を行う経費。 139,650

地すべり対策事業費 農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域内において、農業基盤
の維持、国土保全及び民生の安定化に資するための整備を行う経費。 89,040

ため池防災・減災対策事業費 老朽化や耐震不足で危険な状態となっている農業用施設（ため池、用
排水施設等）の整備補強などを行う経費。 792,800

農業水利施設防災対策事業費 治水上支障がある取水堰等の補強や農地の湛水被害防止のための排水
施設の整備を行う経費。 10,500

ため池管理保全推進事業費 ため池の管理・監視体制の強化を図るため、ため池保全サポートセン
ターを活用し、ため池の劣化状況評価などに取り組む経費。 27,500

公共事業費　計 2,113,296

〈直轄事業負担金〉

国営南予土地改良事業費繰出金 国営施設機能保全事業南予用水地区の当該年度事業費に対して負担す
る経費。 16,000

国営道前道後平野土地改良事業
費繰出金

国営かんがい排水事業道前道後用水地区の当該年度事業費に対して負
担する経費。 113,420

国営緊急農地再編整備事業費負
担金

国営緊急農地再編整備事業道前平野地区の当該年度事業費に対して負
担する経費。 270,834

直轄事業負担金　計 400,254

合　　計 2,513,550

　令和６年度12月補正予算（総合経済対策関係）は、同年12月17日に成立した国の補正予算に対応し、
地域の実情を踏まえた物価高騰対策や、県民の安全・安心の確保に向けた防災・減災対策などを実施
するため、必要な経費を計上している。
　このうち、農地整備課関係では、水田のほ場整備や農業水利施設の保全対策、ため池の改修・耐震
補強など、国の補正予算に計上された「TPP 対策」、「防災・減災対策」、「食料安全保障」の要件に
合致する公共事業63地区の実施と、国営緊急農地再編整備事業「道前平野地区」の負担金に係る経費
等として25億1,355万円を計上した。

愛媛県の令和６年度12月補正予算（総合経済対策関係）の概要

令和 7年 1月発行

6



第46回全国土地改良大会千葉大会開催
ふさの国から飛び立て　水土里の恵み　力強く　未来に繫ごう水土里の礎

　10月21日（月）第46回全国土地改良大会千葉大会が、千葉県
千葉市「幕張メッセ」で開催され、全国から約4,000名余り
の土地改良関係者が参集した。
　式典では、開催県の水土里ネット千葉 森英介会長、主催
者の全土連 二階俊博会長挨拶の後、熊谷俊人千葉県知事、
橋本直明千葉市副市長より歓迎のことば、来賓の農林水産大
臣（代理：青山健治農林水産省農村振興局次長）、桜田義孝
前衆議院議員、水土里ネット会長会議 進藤金日子顧問、宮
崎雅夫顧問より祝辞が述べられました。

　続いて、土地改良事業功績者表彰が行われ、受賞者のうち農林水産大臣表彰６名、農林水産省農村
振興局長表彰16名、全国土地改良事業団体連合会長表彰41名に表彰状と記念品が授与されました。
　その後、青山健治農村振興局次長が「乗り越え、受け継ぐ土地改良」と題して基調講演を行うとと
もに、「集落営農型基盤整備」について千葉県の優良事例が紹介されました。
　最後に、小糸川沿岸土地改良区の坪田咲彩主事と東葛北部土地改良区の小沼優輝主事補による大会
宣言が高らかに読み上げられ、次期開催県の佐賀県へと大会旗が引き継がれ大会は閉会した。

「農業農村整備の集い」の開催
　11月５日シェーンバッハ・サボー（東京都）において、「農
業農村整備の集い～農を守り、地方を創る予算の確保に向け
て～」が、全国土地改良事業団体連合会及び都道府県土地改
良事業団体連合会の共催で開催され、多数の国会議員を含め
1,200名を超える土地改良関係者が全国から参集した。農林
水産省からは、小里泰弘農林水産大臣をはじめ多くの国会議
員や前島明成農村振興局長をはじめ農林水産省幹部の方々が
出席された。
　冒頭、主催者挨拶で二階俊博全土連会長が、引き続き、男女

共同参画の推進を図るべきことを強調するとともに、十分な土地改良予算の確保のために一致団結し
ていく必要があると訴えた。続いて、臨席した小里泰弘農林水産大臣、城内実経済安全保障担当大臣、
森山裕自由民主党幹事長、西田実仁公明党幹事長、全国水土里ネット会長会
議顧問の進藤金日子参議院議員、宮崎雅夫参議院議員が祝辞を述べられた。
　また、次期全国土地改良大会を開催する佐賀県土連の田島健一会長が、予
算確保など10項目からなる要請案文を読み上げ、全会一致で採択された後、
石川県土連 前寺清一副会長から「能登半島地震及び豪雨災害による被害と
復旧状況」の報告と各団体からの支援に対する御礼があった。
　最後に全国水土里ネット女性の会の西彩会長とともに参加者全員によるガ
ンバロウ三唱で幕を閉じた。 宮崎雅夫会長会議顧問

（来賓祝辞）
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国営事業３地区の合同陳情

　国営施設機能保全事業「南予用水地区」、国営かんがい排水事業「道前道後用水地区」及び国営緊
急農地再編整備事業「道前平野地区」の事業推進について、３地区の地元推進団体が、合同で国（中
国四国農政局、農林水産省、財務省）及び県選出国会議員等へ提案活動を行いました。

　〈令和６年11月６日（水）中国四国農政局〉
　　主な提案者
　　　南予用水地区	 萩森文一（南予用水土地改良区連合次長）
　　　道前道後用水地区	 越智龍太（道前道後土地改良区連合事務局長）、
	 佐伯宣孝（西条市農林水産部長）
　　　道前平野地区	 佐伯宣孝（西条市農林水産部長）
　　　県 土 連	 松田知一（上席参与）
　　　愛媛県（随行）	 大原増樹（農業振興局農地整備課技幹）
　　主な提案先
　　　中国四国農政局	 仙台光仁（局長）、佐々木一郎（地方参事官）、
	 山田美紀（農村振興部長）、青木公平（設計課長）、
	 三田村直樹（水利整備課長）ほか
　仙台農政局長からは、「令和７年度当初予算、令和６年度補正予算を合わせて、農業農村整備事業
の計画的かつ安定的な事業実施のための予算確保に努めていきたい。」との回答を頂きました。
　

　
　
　〈令和６年11月13日（水）、14日（木）農林水産省、財務省、県選出国会議員〉
　　主な提案者
　　　南予用水地区	 大城一郎（八幡浜市長）
　　　道前道後用水地区	 加藤　章（東温市長）、佐伯宣孝（西条市農林水産部長）
　　　道前平野地区	 佐伯宣孝（西条市農林水産部長）
　　　県 土 連	 小崎勝次（専務理事）
　　　愛媛県（随行）	 笠見隆俊（農業振興局技術監）

11月６日　�仙台農政局長（左から３人目）へ３地区の
提案書を提出

11月６日　�仙台農政局長（中央左から３人目）、地方
参事官、部長、課長へ提案書を説明
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11月14日　�山本順三 参議院議員（左から３人目）へ提
案書を提出

11月13日　�渡邊　毅 農林水産事務次官（左から４人
目）へ提案書を提出

11月14日　�進藤金日子 参議院議員（右から２人目）へ
提案書を提出

11月13日　�宇波弘貴 財務省主計局長（左から３人目）
へ提案書を提出

　　主な提案先
　　　農林水産省	 渡邊　毅（農林水産事務次官）、渡邉洋一（農林水産審議官）、
	 長井俊彦（官房長）、山口　靖（総括審議官）、
	 前島明成（農村振興局長）、青山健治（農村振興局次長）、
	 緒方和之（農村振興局整備部長）ほか
　　　財 務 省	 宇波弘貴（財務省主計局長）
　　　国 会 議 員	 （衆）塩崎彰久、白石洋一、長谷川淳二、村上誠一郎、石井智恵
	 （参）山本順三、山本博司、ながえ孝子、進藤金日子、宮崎雅夫

　渡邊農林水産事務次官からは「農業農村整備事業は非常に大切な事業であるので、まずはしっかり
と予算確保に努めていく。」前島農村振興局長からは「３地区とも重要な事業だと考えている。地域
のためにも、できるだけ早く終わらせるように進めていきたい。」宇波財務省主計局長からは「地元
の生の声を聞くことにより、各地域の実情が十分わかった。予算編成では各省庁と連携して対応して
いきたい。」山本順三参議院議員からは「地方が最前線である。しっかりと対応していきたい。」進藤
参議院議員からは「事業推進に向け、皆さんと連携してやっていきたい。」との回答を頂きました。
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能登半島地震災害派遣を経験して（富山県氷見市ふるさと整備課）
� 農地整備課　幸口　　岳

１．はじめに
　令和６年１月１日に発生した能登半島地震の災害支援のため、令和６年７月～９月までの３カ月間、
富山県氷見市役所ふるさと整備課に派遣されましたので、派遣業務で経験したことを報告いたします。
　
２．担当業務について
　富山県氷見市は、能登半島地震で最大震度５強を観測し、
多数の農地や農業用施設が被災したため、青森県、秋田県、
愛媛県、大分県、神奈川県、京都府、佐賀県、長野県大町市
から８名の職員が派遣されていました。それぞれ派遣期間は
１カ月～１年間とバラバラで途中メンバーの入れ替えもあり
ましたが、氷見市の復旧のため各自のできることを行ってお
り、常に良い雰囲気の職場でした。
　私は白石技師の後任であったため、白石技師の作成した査
定設計書の修正や、協議やコンサルタント作業のため遅れて
いた道路や水路の測量、被災状況写真の撮影、査定設計書作成といった作業を行いました。
　資料の作成は順調に進みましたが、連日最高気温35℃近い日が続き、測量や被災写真の撮影、それ
に伴う草刈りなどの外業は、熱中症にならないよう健康管理に気を配りながら作業したため思うよう
に作業が進まない日もあったほか、私が被災地で足を滑らせ左ひざを被災するなどのアクシデントも
あり進捗に遅れが見られました。
　そういったなかでも他県の派遣職員と協力し、災害査定申請予定箇所120か所のうち約90か所の査
定設計書を作成することができ、７月から始まった災害査定では派遣期間終了までに45件が査定終了
しました。
　
３．おわりに
　災害支援の業務以外にも休日には黒部ダムや日本屈指の規模のロックフィルダムである御母衣ダム
など、普段見る機会のない土木構造物を見学する機会があり農業土木職員として見聞を広げることが
できました。今後、それらの経験をこれからの業務
に活かしていきたいと思います。
　９月末をもって、一定の目途がついたとして、愛
媛県を含む４県から氷見市への派遣は終了となりま
したが、氷見市の被災箇所がすべて復旧完了するま
でまだまだ時間がかかると思います。一日でも早く
氷見市の農地及び農業用施設が復旧し、かつての日
常を取り戻せることをお祈りします。

能登半島地震被災状況（水路）

他県災害派遣職員との集合写真

令和 7年 1月発行

10



令和６年能登半島地震災害派遣を経験して
� 東予地方局農村整備課　近藤　祐介

１．はじめに
　令和６年能登半島地震に伴う石川県の復旧・復興事業等に従事するため、７月から９月まで石川県
奥能登農林総合事務所に派遣されました。この３か月間での経験を報告いたします。
　
２．災害派遣を経験して
　私が主に担当した業務は、ため池及び農道の災害査定申請でした。迅速かつ効率的な災害査定が求
められ、設計書のフォーマット化を行う中、他県の職員と交流を深めることができました。
　９月に入ると、年内の査定完了を目指す段階に入り、海岸保全施設の現地調査を行いました。ドロー
ンを用いて被災状況を確認し、復旧工法を検討する業務にも携わりました。
　その矢先、令和６年奥能登豪雨が発生し、派遣先の輪島市を含む３市町に大雨特別警報が発表され
ました。それから１週間、ため池や頭首工、農地の緊急点検を実施し、被害箇所については、石川県
の災害用アプリを用いて迅速に被災状況を登録しました。これらの経験を通じて、災害時の迅速な対
応の重要性と効率化の必要性を改めて感じました。
　
３．愛媛県での今後の備え
　今回の派遣を通じて、愛媛県でも大規模災害に備える重要性を強く認識しました。迅速かつ正確な
被害報告のためには、ドローンの活用や災害用アプリの導入が極めて有効だと感じ、日頃から農業用
施設の管理において地図アプリなどを活用し、緊急時には誰でも施設に迅速にたどり着ける仕組みづ
くりが必要だと痛感しました。
　
４．おわりに
　３か月という短い期間でしたが、非常に貴重な経験を積むことができました。最後になりましたが、
被災地の一日も早い復興を心よりお祈り申し上げます。

イカキング（能登町）災害査定状況（農道）

令和 7年 1月発行
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多面的機能支払交付金　活動事例紹介
～記憶にも残る、ふるさとのために～

１．組織の概要
　上三谷地域資源保全推進会は、伊予市で活動する組織で
す。この活動組織は、平成19年度から交付金活動を開始し
ており、現在活動を行う対象農用地は、水田74.8ha と普通
畑32.5ha で、農地の多くは水田です。組織の活動としては、
農地維持、資源向上（共同・長寿命化）のすべてに取り組
んでいます。 

２．生徒たちと協力して
　例年、活動組織ではコスモス祭りを開催し、地域住民と
の意見交換・交流を図ってきましたが、今年度は自治会等
による大きな祭りを開催するため、コスモス祭りを開催し
ないことになりました。しかし、地域の子供たちの思い出
を作りたいとの強い思いから、初めての試みとして、コス
モスアートに取り組むことにしました。種まきは中学校の
生徒と協力し、コスモスの開花に併せて中学生と考えた絵
をもとにコスモスを刈り取ることで、絵が浮かび上がる工
夫をしました。
　組織の代表は「種をまき、図案を考え、アートが出来た
ことは、生徒達にとっては、大きな思い出の一つになった
と思います。また、私たちにとっても合同で作品が出来上
がったことは大きな財産となります。多面的機能支払交付
金を活用して、ふるさとを残していきたい」と力強く話し
てくれました。
　なお、この活動は、以下の項目に位置付けて活動をして
おります。
　④遊休農地発生防止のための保全管理
　㊺植栽等の景観形成活動 
　�啓発・普及活動 
　�やすらぎ・福祉及び教育機能の活用
� （一部抜粋） 

３．これからについて 
　組織代表は「学校との連絡では、スマートフォン
のコミュニケーションアプリを用いており、情報交
換をスムーズに連携できる環境にあった。組織間で
も、農業用施設等の補修が必要な場所の情報を共有
している。便利なものはどんどん使っていきたい」
と話していました。 
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多面的機能支払交付金　活動事例紹介
～池干しに併せた外来種の駆除と機能診断・軽微な補修～

１．組織の概要
　奥松瀬川地区保全隊は、東温市で活動する組織です。この活動組
織は平成19年度から交付金活動を開始しており、現在活動を行う対
象農用地は、水田24.6ha と普通畑3.0ha で、多くは水田です。組織
の活動としては、農地維持、資源向上（共同・長寿命化）のすべて
に取り組んでいます。 

２．複数の活動を組み合わせて
　この日は、ため池の草刈りと池干しに併せて、外来種の駆除活動
を行いました。「池干し」とは、ため池の水を抜き、日干しにする
維持管理方法です。底泥を空気にさらして乾燥・酸化させることで
底泥からの栄養塩類溶出を抑制することができます。また、ため池
の水が入れ替わり、水質の改善にもつながります。ため池の魚類の
捕獲を行い、在来種の保護、外来種の駆除も行いました。このよう
な活動を行うことで、地域の生態系を保全し、農村集落の環境を守っ
ています。この活動は、約15年続けており、組織の中でもとても重
要な活動に位置付けています。 
　池干しにはもう一つの役割があります。普段水位が高くて確認す
ることができない斜樋、底樋入水口及び張ブロックの点検・機能診
断ができます。今回の点検・機能診断の結果、底樋の開栓器具の補
修や、劣化部の清掃、ブロック基礎部へのモルタル充塡、目地のコー
キングを行いました。施設の長寿命化を行うことで、将来にわたっ
て長く使い続けることが可能となります。参加した非農業者は「今
日は選挙の関係で人手が足りない状況でとても大変でした。農業は
していないが、自分たちが育ったこの環境を維持していくために、
これからも活動に参加していきたい」と話してくれました。
　なお、この活動は、以下の項目に位置付けて活動をしています。 
　⑬ため池の草刈り　　⑮ため池附帯施設の保守管理
　㉗ため池の機能診断　㉝ため池の軽微な補修等
　㊵外来種の駆除　　　�啓発・普及活動
　�地域住民による直営施工� （一部抜粋） 

３．農村型地域運営組織（農村RMO）
　同活動組織のある集落では、農用地の維持管理のほか、衰退する
集落機能を相互で補完する農村 RMO 形成に向け、「奥松瀬川地区
農村活性化協議会」を設立し、県下の他地域に先駆け農村型地域運
営組織（農村 RMO）形成推進事業を活用して、広域で地域を支え
合う組織づくりに取り組んでいます。詳細は、土地改良だより
Vol.532の９ページに記載しています。 
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多面的機能支払交付金　活動事例紹介
～集落外住民や地域住民との意見交換・交流会～

１．組織の概要
　樫谷地域資源保全会は、大洲市戒川地区で活動する組織
です。この活動組織は、平均傾斜勾配20％の200枚を超え
る棚田を中心に、平成27年度から本交付金を活用して、農
地維持、資源向上（共同）の活動に取り組んでいます。活
動拠点である「樫谷棚田」は、美しい曲線から成るすり鉢
状の奥行きのある景観が特徴で、2021年に農林水産省の「つ
なぐ棚田遺産」に認定されています。

２．棚田の田植え、稲刈り体験の援助・指導
　この地域では、過疎化・高齢化の進行により農業者のみ
での農地維持が難しくなってきたため、2014年に地域内外
の有志が結成した「樫谷棚田保存会」と協力し、棚田を貴
重な地域資源と捉え、2016年から「棚田オーナー制度」を、
2018年から「棚田トラスト制度」を取り入れました。そし
て、地域住民だけでなく、都市住民を巻き込んだ形で、棚
田の保全活動に取り組んでいます。 
　活動組織は、棚田のオーナーの田植え、稲刈り体験を援
助・指導し、棚田オーナーは、棚田の保全活動を継続して
いくための有効なアイデア等を提案することで、互いに
win-win な関係を築いています。 
　稲刈りに参加していたオーナーは「この素晴らしい棚田
の風景を保全していきたいと思い、オーナーになった。ま
た、この棚田で収穫できるお米を食べることが、毎年の楽
しみになっている」と嬉しそうに話してくれました。
　なお、この活動は、以下の項目に位置付けて活動をして
おります。 
　④遊休農地発生防止のための保全管理
　⑤畦畔・法面の草刈り
　⑳地域住民との意見交換・交流会の開催
　�啓発・普及活動
� （一部抜粋） 

３．感謝のことば 
　組織の方は「自分たちだけでは、この棚田を維持してい
くことが難しいが、たくさんの人に支えられて、守ってい
くことができている。とてもありがたいことだと思ってい
る」と感謝していました。 

樫谷棚田保存会
ホームページ➡
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多面的機能支払交付金
～会計事務に関するお知らせ～

多面的機能支払交付金
～年度末にかけてよくある質問～

透明性のある活動のために、適正な会計事務を行いましょう！

○通帳と印鑑はそれぞれ別の者が管理！
一人で＿＿＿現金を扱うことができない＿＿＿＿環境を整えましょう。

○第三者が一連の会計事務を確認するタイミングを設ける！
複数人＿＿＿で通帳・金銭出納簿を確認＿＿し、担当者とは違う目線で一連の会計事務を確認する体
制を整えましょう。

○現金の引き出しは、実績確定後に行う！
事前に引き出すと、急遽参加できなくなった人がいた場合等に現金を管理する必要が生じ
るため、実績が確定した後に引き出す＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ようにしましょう。

○日当の支払いには押印ではなくサインをもらう（推奨）
以前は押印推奨でしたが、印鑑を手に入れやすい時代となったことから、日当を支払う場
合には受け取る人にサイン＿＿＿をしてもらいましょう。

今年度活動終期でも、農地維持・共同については来年度の使用予定に
基づき、３割を上限に持越しすることができます。長寿命化の残金は
返還になります。詳細は市町多面的機能支払担当者までお問い合わせください。

活動終了時点の残金は返還することになりますが、実際に返還するのは
令和７年の２月あたりになるため、残金を管理する負担＿＿＿＿＿＿＿＿＿が生じます。
このため、残金が「０」＿＿＿＿＿＿ となるように活動されることをお勧め＿＿＿します。
また、交付金で購入した財産等の取り扱いについて、注意点がありますので、
市町多面的機能支払担当者までお問い合わせください。

返還の手続きは＿＿＿＿＿＿＿、実績報告の時点からほぼ１年後の２月～３月＿＿＿＿＿＿＿＿＿になります。
市町から納入通知書が届いたら、残金（返還金）を入金してください。実績報
告時点から返還までは、通帳残高を常に残金（返還金）以上になるよう注意し
てください。誤って使ってしまいそうな場合は別通帳を作成してもいいです。

どうしても使い切れず、残金が出た場合はいつ返還すればいいのですか？

今年度で多面の活動をやめる予定です。何か注意しておくことはありますか？

今年度活動終期＿＿＿＿で、来年からまた活動する予定。
交付金の持越しはできますか？

令和 7年 1月発行
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令和６年度県土連理事会開催
　10月24日（木）、県土連ビル会議室において令和６年度第２回理事会
を開催した。
　篠原会長による開会挨拶のあと、議事に入り「令和５年度事業報告
及び一般会計・特別会計歳入歳出決算並びに財産目録について」が原
案どおり可決承認された。

えひめ・まつやま産業まつり with メディアパーティー 
すごいもの博2024に出展

　去る11月23日（土・祝）・24日（日）の両日、松
山市堀之内の城山公園で『えひめ・まつやま産
業まつり　すごいもの博2024』が開催された。
　水土里ネット愛媛では、農業農村整備事業を
より多くの県民の皆様に知ってもらうため、愛
媛県農地整備課と連携し、「農業農村整備事業
の紹介」や「農村の持つ役割」「多面的機能支
払交付金の取組事例」「えひめの棚田」の展示を行った。両日とも天候に恵まれ多くの人にご来場い
ただき農業農村整備事業の役割などを知ってもらうキッカケとなった。

お知らせ

「えひめ水土里ネット女性の会」会員の募集
　現在、土地改良団体における男女共同参画が全国的な取り組みとして推進されています。本県に
おいて水土里ネットの運営や活動に携わる女性の活躍及び参画の場を広げ、農業農村整備事業並び
に土地改良区の円滑な業務の女性活躍に向けた環境づくりを図るため、
「えひめ水土里ネット女性の会」を設立しました。

　入会を希望される方は、入会届（HP よりダウンロード）
を郵送または FAX 等でお申し込みください。

　（活動内容）
　　◦会員相互の情報ネットワークの確立
　　◦研修会や講演会等の開催及び参加
　　◦男女共同参画に係る情報発信　　　など
　（会員資格）
　　会の目的に賛同する農業農村整備に携わる
　土地改良区等の女性役職員等
　（会費）
　　1,000円／年

◇申し込み及びお問い合わせ先
　〒790-0064
　松山市愛光町１番24号（県土連ビル）
　　愛媛県土地改良事業団体連合会
� 総務部総務課（担当　喜安）
TEL 089-927-7000　FAX 089-927-7001
Mail　somu@ehimedoren.or.jp

令和 7年 1月発行
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豊かな農村環境を保全する 
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第31回　農業農村整備事業　写真コンテスト
入 選 作 品 の 紹 介

佳作「春を待つ」
撮影場所：大洲市五郎
撮 影 者：木下　優希

優秀賞「豊作を願って 」
撮影場所：今治市大三島大山祇神社
撮 影 者：内海　清文　　　　　　

あけましておめでとうございます
令和７年元旦
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